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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 
(1）連結経営指標等 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成13年 
１月１日 

至平成13年 
６月30日 

自平成14年 
１月１日 

至平成14年 
６月30日 

自平成15年 
１月１日 

至平成15年 
６月30日 

自平成13年 
１月１日 

至平成13年 
12月31日 

自平成14年 
１月１日 

至平成14年 
12月31日 

売上高（百万円） 99,047 117,211 113,117 226,111 247,737 

経常利益（百万円） 7,413 6,764 7,847 16,021 17,005 

中間（当期）純利益（百万円） 96 3,145 4,152 1,420 7,086 

純資産額（百万円） 157,178 164,548 161,516 157,129 164,658 

総資産額（百万円） 203,379 206,119 197,688 202,713 204,070 

１株当たり純資産額（円） 1,950.64 1,985.21 2,040.47 1,950.06 2,009.39 

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 1.19 38.09 50.93 17.62 85.48 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） － 37.74 50.77 17.57 84.69 

自己資本比率（％） 77.3 79.8 81.7 77.5 80.7 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 11,581 8,112 7,694 24,763 20,885 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） △ 13,342 △ 13,022 △  8,591 △ 15,007 △ 17,615 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） △  1,448 △  1,450 △  9,754 △  3,126 △  5,566 

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 27,863 31,341 24,754 37,702 35,406 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(人) 

4,496 
( 2,189)

4,713 
( 2,135)

4,664 
( 1,648)

4,716 
( 2,357)

4,631 
( 2,293)

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成13年２月20日をもって、当社額面普通株式を１株につき1.1株の割合をもって分割しております。 

なお、第44期中の１株当たり中間純利益ならびに第44期の１株当たり当期純利益および潜在株式調整後

１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとみなして算出しております。 

３．第44期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、転換社債を発行しておりますが、調整計

算の結果、１株当たり中間純利益が減少しないため記載しておりません。 

４．第44期から適用した退職給付会計の影響により、従来の方法によった場合に比べ、第44期中の中間純利

益は3,530百万円減少し、第44期の当期純利益は5,302百万円減少しております。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自平成13年 
１月１日 

至平成13年 
６月30日 

自平成14年 
１月１日 

至平成14年 
６月30日 

自平成15年 
１月１日 

至平成15年 
６月30日 

自平成13年 
１月１日 

至平成13年 
12月31日 

自平成14年 
１月１日 

至平成14年 
12月31日 

売上高（百万円） 71,307 74,327 86,768 153,196 174,594 

経常利益（百万円） 6,836 4,234 8,056 16,151 13,774 

中間（当期）純利益（百万円） 250 2,251 4,459 2,515 5,378 

資本金（百万円） 15,231 15,231 15,231 15,231 15,231 

発行済株式総数（千株） 80,578 82,898 82,898 80,578 82,898 

純資産額（百万円） 153,888 161,037 157,658 154,789 160,498 

総資産額（百万円） 177,103 187,952 176,698 178,967 183,954 

１株当たり純資産額（円） 1,909.80 1,942.84 1,991.73 1,921.02 1,958.60 

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 3.11 27.27 54.70 31.22 64.75 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） － 27.04 54.53 31.01 64.18 

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 16.00 17.00 17.00 34.00 34.00 

自己資本比率（％） 86.9 85.7 89.2 86.5 87.2 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(人) 

589 
(  74)

2,152 
(  634)

1,746 
(  993)

584 
(  82)

2,128 
(  943)

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成13年２月20日をもって、当社額面普通株式を１株につき1.1株の割合をもって分割しております。 

なお、第44期中の１株当たり中間純利益ならびに第44期の１株当たり当期純利益および潜在株式調整後

１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとみなして算出しております。 

３．第44期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、転換社債を発行しておりますが、調整計

算の結果、１株当たり中間純利益が減少しないため記載しておりません。 

４．第44期から適用した退職給付会計の影響により、従来の方法によった場合に比べ、第44期中の中間純利

益は3,336百万円減少し、第44期の当期純利益は4,321百万円減少しております。 

５．第45期中および第45期の各数値には、平成14年４月１日付の山陽コカ・コーラセールス株式会社および

北九州コカ・コーラセールス株式会社との合併による増加を含んでおります。 

 

 

２【事業の内容】 
 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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３【関係会社の状況】 
 当中間連結会計期間において、以下の会社を持分法適用関連会社から除外いたしました。 

名称 住所 資本金 
（百万円） 主要な事業の内容 

議決権の所有
割合（％） 関係内容 

持分法適用関連会社 
 
明石商事㈱（注）１，２ 

東京都中央区 50 
保険代理業、リー
ス業、不動産関連
事業 

28.0 
(10.0) ―――――― 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内の数値は間接所有割合で内数であります。 

２．平成15年３月25日をもって、明石商事株式会社の株式を全株売却したことにより、同社を持分法適用関

連会社から除外いたしました。 

 

 

４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況 

 平成15年６月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

飲料・食品の製造・販売事業 3,576 （ 1,371） 

その他の事業 886 （  267） 

全社（共通） 202 （   10） 

合計 4,664 （ 1,648） 

 （注）１．従業員数は嘱託67人を含む就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員

を外数で記載しております。 

２．臨時雇用者には、準社員、パートタイマーおよびアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

 

(2）提出会社の状況 

 平成15年６月30日現在 

従業員数（人） 1,746 （  993） 

 （注）１．従業員数は嘱託17人を含む就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外

数で記載しております。 

２．臨時雇用者には、準社員、パートタイマーおよびアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

３．従業員数は前期末に比べ382人減少しております。これは、グループ会社への移籍を行ったことに伴う

減少等によるものであります。 

 

(3）労働組合の状況 

当社グループには、旧山陽コカ・コーラボトリング株式会社の社員で構成されているコカ・コーラウエスト

ジャパン山陽労働組合のほか、一部の連結子会社に労働組合が組織されており、平成15年６月30日現在の各組

合員の総員は1,456人であります。 

なお、労使関係は円満に推移しております。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 
(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し設備投資が緩やかに持ち直しつつあるものの、

雇用情勢は依然として厳しく、個人消費および輸出が伸び悩んだことから、景気はおおむね横ばいで推移いた

しました。また、先行きにつきましては、構造改革の進展による影響およびアメリカ経済やアジア経済の動向

などを巡る不透明感により、引き続き厳しい経済環境となる見通しであります。 

 このような状況において、当社は、グループとしての競争力の強化とさらなる成長を実現すべく策定した今

後３ヵ年における中期経営計画「皆革」の達成に向けて、今年度を今後の成長に向けた「足場を固める年」と

位置付け、中期経営計画の基本政策を中心とした種々の活動をグループ一丸となって実行いたしました。 

 具体的な実施内容は、中期経営計画の基本政策別に次のとおりであります。 

 

 「新たなビジネスシステムの構築」 

 お客さま、お得意さまを中心としたマーケティング活動をグループ一体となって展開すべく、グループ全

体を機能および事業単位でビジネスユニットに再編し、チャネル戦略が徹底できる営業体制を構築いたしま

した。各ビジネスユニットは、それぞれのマーケットに応じた、新商品の導入、販売機器の展開および新規

取引先の開拓などの市場開発活動とともに、ローコストオペレーションの徹底やお客さまのニーズに合わせ

たパッケージ構成への移行などの収益力の強化に取り組んでおります。 

 また、コカ・コーラビジネスの基本である「いつでも」「どこでも」「誰にでも」高品質で安心してお飲

みいただける商品を提供することをさらに徹底するために、経営品質向上部会を立ち上げ、「営業の売り方

皆革」、「ＳＣＭの革新」、「品質保証体制の強化」への取り組みを開始いたしました。 

 

 「グループ経営の強化」 

 各組織が的確な業績管理を行うことによりグループ全体として目標を達成するために、業績管理指標の導

入や予算制度の見直しなど、グループ経営管理制度の構築に着手いたしました。 

 また、当社の製造子会社であるコカ・コーラウエストジャパンプロダクツ株式会社の物流関係業務を当社

が輸送業務を委託しているロジコムジャパン株式会社へ移管し、オフィスコーヒーサービス事業を当社から

ベンディング事業を担当する当社の子会社である西日本ビバレッジ株式会社に移管するなどグループ内業務

の最適配置を実施いたしました。 

 さらに、業務品質の向上およびコスト削減を目的としたグループ内の間接業務の集中化の準備を開始いた

しました。 

 

 「人材マネジメント改革」 

 まず、個人の適性と職務を一致させることにより、社員のやりがい、働きがいを高めるとともにグループ

全体での競争力の向上をはかるために、グループ各社の役割・機能に応じた人材の配置を実施いたしました。 

 また、グループ各社が、それぞれの業界水準をベンチマークとして給与、賞与および退職給付制度等の見

直しを行い、新人事・福利厚生制度を今年４月より導入いたしました。 

 

 「社会との共生」 

 企業倫理体制のさらなる強化策として、企業倫理担当の役員と専任スタッフを配置し、コカ・コーラビジ

ネスに携わるグループ各社において、「わたしたち（ＣＣＷＪ）の行動規範」に関する啓蒙活動を実施いた

しました。 

 環境への取り組みといたしましては、空容器の回収から分別までをグループ内で実施する体制を構築する

ために、今年10月竣工を目指し、「北九州さわやかリサイクルセンター」を建設中であります。また、全事

業所での環境管理の国際規格 ISO14001 の認証取得についての準備も継続しております。 

 地域社会貢献活動といたしましては、青少年の健全な育成を目的とする「市村自然塾 九州」の３月開塾

などの文化・教育活動とともに、社会福祉活動やスポーツ活動への支援を継続して実施いたしました。 
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 これらの中期経営計画の基本政策に加え、日本コカ・コーラ株式会社およびコカ・コーラボトラー各社との

協働体制を強化し、さらなる価値を創造するための活動を行いました。 

 今年４月に日本コカ・コーラ株式会社およびコカ・コーラボトラー５社と共同でボトラーテリトリーを超え

た全国規模のサプライチェーンマネジメント確立の準備を行うコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社を

設立いたしました。また、平成14年５月に西日本のコカ・コーラボトラーとの共同出資により設立した大山ビ

バレッジ株式会社（ミネラルウォーターの製造会社）は、今年６月より本格操業を開始いたしました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は1,131億１千７百万円（前年同期比3.5％減）、営業利益は76億

５千８百万円（前年同期比15.8％増）、経常利益は78億４千７百万円（前年同期比16.0％増）ならびに中間純

利益は41億５千２百万円（前年同期比32.0％増）となりました。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

飲料・食品の製造・販売事業 

 清涼飲料業界におきましては、市場成長の重要なカギである新商品の大半が不調に終わるとともに、市場

を牽引してきた無糖茶の伸びがマイナスに転じるなど、飲料消費は停滞したままであり、市場成長はマイナ

スとなる見込みであります。このような厳しい環境のもと、各社とも生き残りを賭けた厳しい競争を継続し

ております。 

 このような状況の中、当社グループの主たる事業である飲料・食品の製造・販売事業におきましては、前

述のとおり、中期経営計画「皆革」の達成に向けて、今年度を今後の成長に向けた「足場を固める年」と位

置付け、中期経営計画の基本政策を中心とした種々の活動に取り組んだ結果、当中間連結会計期間のセグメ

ント間消去前売上高は1,112億３千４百万円（前年同期比3.1％減）、営業利益は93億８千２百万円（前年同

期比6.0％増）となりました。 

その他の事業 

 その他の事業は、貨物自動車運送業、自動販売機関連事業、保険代理業、リース業および不動産関連事業

で構成されております。その他の事業におきましては、質の高いサービスを提供する活動に努めましたが、

当中間連結会計期間のセグメント間消去前売上高は88億２百万円（前年同期比13.8％減）、営業利益は１億

７千万円（前年同期比77.2％減）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況等につきましては、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは76億９千４百万円のプラス（前年同期比5.1％減）となりました。 

 当中間連結会計期間は、前連結会計年度に特別損失として計上した移籍一時金の支払額が42億７千万円

あったものの、前連結会計年度の未払法人税等の計上額が移籍一時金の計上などもあり少額であったため、

法人税等の支払額が減少いたしました。その結果、営業活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期

間に比べ４億１千７百万円の減少にとどまりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは85億９千１百万円のマイナス（前年同期比34.0％減）となりました。 

 当中間連結会計期間は、資金運用の一環として債券等の投資有価証券の取得を行ったことによる支出が

あったものの、新規工場設備などの大型投資案件がなかったため固定資産の取得による支出が減少したこと

ならびに旧広島工場跡地等の固定資産の売却による収入が増加したことにより、投資活動によるキャッ

シュ・フローは前中間連結会計期間に比べ44億３千万円支出が減少いたしました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは97億５千４百万円のマイナス（前年同期比572.3％増）となりまし

た。 

 当中間連結会計期間は、資本政策の一環として自己株式の取得を行ったことに加え、転換社債を償還した

ことにより、財務活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期間に比べ83億３百万円支出が増加いた

しました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ106億５千１百

万円減少し、247億５千４百万円（前年同期比21.0％減）となりました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 
(1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

飲料・食品の製造・販売事業 38,353 94.9 

その他の事業 － － 

合計 38,353 94.9 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

飲料・食品の製造・販売事業 24,824 97.0 

その他の事業 431 57.1 

合計 25,255 95.8 

 （注）１．金額は仕入価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3）受注状況 

当社グループは見込み生産を主体としているため、受注状況の記載を省略しております。 

 

(4）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

飲料・食品の製造・販売事業 111,232 96.9 

その他の事業 1,885 79.4 

合計 113,117 96.5 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．相手先別の販売実績については、総販売実績に対する割合が10％を超える相手先がないため、記載を省

略しております。 

 

３【対処すべき課題】 
 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更および新たに生じた課題

はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 
当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

 

５【研究開発活動】 
 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 
 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 
(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた重要な設備の新設、改修について完了した

ものは次のとおりであります。 

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 設備の内容 金額 

（百万円） 完了年月 

当社 各営業所 
（ － ） 

飲料・食品の製造・
販売事業 

自動販売機、
クーラー取得 5,296 平成15年６月 

当社 新広島営業拠点 
（広島市安佐南区） 

飲料・食品の製造・
販売事業 

販売物流拠点
新設 2,740 平成15年１月 

三笠コカ・コーラ
ボトリング㈱ 

各営業所 
（ － ） 

飲料・食品の製造・
販売事業 

自動販売機、
クーラー取得 715 平成15年６月 

西日本ビバレッジ
㈱ 

各営業所 
（ － ） 

飲料・食品の製造・
販売事業 

自動販売機、
クーラー取得 699 平成15年６月 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修、売却、除却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 
(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 270,000,000 

計 270,000,000 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成15年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成15年９月12日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 内容 

普通株式 82,898,654 82,898,654 
東京、大阪（以上各市
場第一部）、福岡の各
証券取引所 

－ 

計 82,898,654 82,898,654 － － 

 

(2)【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成15年３月26日定時株主総会決議 

 中間会計期間末現在 
（平成15年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成15年８月31日） 

新株予約権の数（個） 8,710 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 871,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額
（円） １株当たり2,140（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年10月１日から平成18年９月
30日まで 同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額（円） 

発行価格  １株当たり2,140 
資本組入額 １株当たり1,070 
（注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時においても、当
社または当社子会社の取締役、
監査役もしくは従業員の地位に
あることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職そ
の他正当な理由のある場合はこ
の限りではない。 

２．新株予約権の割当てを受けた者
が死亡した場合は、相続人がこ
れを行使することができる。 

３．各新株予約権の一部行使は認め
ない。 

同左 
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 中間会計期間末現在 
（平成15年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成15年８月31日） 

 

４．その他の権利行使の条件は、取
締役会決議に基づき、当社と新
株予約権の割当てを受けた者と
の間で締結する「新株予約権付
与契約書」に定めるところによ
る。 

 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。 同左 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とする。なお、新株予約権発行後、当社が株式分割

または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かかる調整は本

件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てる。 
 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率  

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 １  

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
分割または併合の比率  

また、時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使により新株

を発行する場合を除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
     新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

既発行株式数 ＋ 
新規発行前の株式の１株当たりの時価  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額  × 
既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の

総数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に、「新規発行前」を「処分前」に、

それぞれ読み替える。 

上記のほか、新株予約権発行日後に当社が吸収合併または新設合併を行う場合、吸収分割または新設分

割を行う場合、その他これらの場合に準じて１株当たりの払込金額の調整を必要とする場合は、当社は、

合理的な範囲で、１株当たりの払込金額について必要と認める調整を行うことができる。 

３．資本組入額については、発行価格が調整された場合、調整後の新株式１株当たりの発行価格に0.5を乗

じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

 

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成15年１月１日～
平成15年６月30日 － 82,898 － 15,231 － 35,111 



 

－  － 
 

10

(4)【大株主の状況】 
  平成15年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社リコー 東京都大田区中馬込一丁目３番６号 16,792 20.26 

財団法人新技術開発財団 東京都大田区北馬込一丁目26番10号 5,294 6.39 

コカ・コーラホールディング
ズ・ウエストジャパン・インク
（常任代理人 日本コカ・コー
ラ株式会社） 

U.S.A.デラウェア州 ウィルミントン
センターロード 1013 
（東京都渋谷区渋谷四丁目６番３号） 

4,074 4.92 

株式会社福岡シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 3,701 4.47 

モルガン信託銀行株式会社 
（非課税口） 

東京都港区赤坂五丁目２番20号 赤坂
パークビルヂング 2,990 3.61 

株式会社ニチレイ 東京都中央区築地六丁目19番20号 2,970 3.58 

ボストン セーフ デポズイツ
ト ビーエスデイーテイー ト
リーテイー クライアンツ オ
ムニバ 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店カストディ業務部） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON，MA 
02108 
（東京都中央区日本橋三丁目11番１
号） 

2,195 2.65 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,939 2.34 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,881 2.27 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,839 2.22 

計 － 43,681 52.69 

 （注）１．上記銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。 

 モルガン信託銀行株式会社（非課税口）1,202千株 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）1,318千株 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）758千株 

２．平成14年10月15日付で提出された大量保有報告書により、平成14年９月30日現在、モルガン信託銀行株

式会社は2,984千株、ジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージメント・インクは1,365千

株を共同保有している旨の報告を受けております。 

３．自己株式3,742千株については、議決権がないため上記の表に含めておりません。 



 

－  － 
 

11

(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 
  平成15年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,742,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 78,861,300 788,613 － 

単元未満株式 普通株式 295,054 － － 

発行済株式総数 82,898,654 －－－－    － 

総株主の議決権 － 788,613 － 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,700株（議決権の数37個）含ま

れております。 

 

②【自己株式等】 
    平成15年６月30日現在 

所有者の氏名又は名
称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

コカ・コーラウエス
トジャパン株式会社 

福岡市東区箱崎 
七丁目９番66号 3,742,300 － 3,742,300 4.51 

計 － 3,742,300 － 3,742,300 4.51 

 

 

２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成15年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,849 1,942 2,070 2,065 2,080 2,165 

最低（円） 1,716 1,715 1,716 1,883 1,877 1,950 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

 

３【役員の状況】 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成14年１月１日から平成14年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成14年１月１日から平成14年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成14年１月１日から平成14年６月

30日まで）および当中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）の中間連結財務諸表なら

びに前中間会計期間（平成14年１月１日から平成14年６月30日まで）および当中間会計期間（平成15年１月１日

から平成15年６月30日まで）の中間財務諸表について、朝日監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 
(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  前中間連結会計期間末 
（平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成14年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   16,193   14,851   19,182  

２．受取手形及び売掛
金 ※１  14,016   12,363   11,664  

３．有価証券   15,770   10,215   16,484  

４．たな卸資産   14,011   12,076   12,361  

５．その他   10,075   10,627   10,566  

貸倒引当金   △   129   △   122   △   117  

流動資産合計   69,938 33.9  60,012 30.4  70,142 34.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1）建物及び構築物 ※３ 20,176   19,253   20,187   

(2）機械装置及び運
搬具 ※３ 14,888   15,486   15,774   

(3）販売機器  20,448   20,212   17,487   

(4）土地 ※３ 37,312   34,460   34,637   

(5）その他  2,662 95,487 46.3 1,151 90,563 45.8 1,280 89,367 43.8 

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  423   203   250   

(2）その他  3,878 4,301 2.1 3,293 3,496 1.8 3,566 3,817 1.9 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  29,393   32,809   31,940   

(2）その他  7,110   11,059   8,913   

貸倒引当金  △   113 36,390 17.7 △   253 43,615 22.0 △   110 40,743 19.9 

固定資産合計   136,180 66.1  137,675 69.6  133,928 65.6 

資産合計   206,119 100.0  197,688 100.0  204,070 100.0 
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  前中間連結会計期間末 
（平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成14年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 ※１  9,762   8,918   7,787  

２．１年以内に償還期
限の到来する転換
社債 

  2,154   －   2,154  

３．短期借入金 ※３  970   －   180  

４．１年以内に返済す
る長期借入金 ※３  371   203   334  

５．未払法人税等   1,195   894   902  

６．未払金   6,810   5,973   6,153  

７．設備支払手形 ※１  2,593   289   1,485  

８．その他   7,378   7,829   8,369  

流動負債合計   31,236 15.2  24,109 12.2  27,366 13.4 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※３  2   －   －  

２．退職給付引当金   6,796   3,376   3,683  

３．役員退職引当金   420   290   372  

４．その他   3,114   3,510   2,998  

固定負債合計   10,334 5.0  7,177 3.6  7,055 3.5 

負債合計   41,570 20.2  31,287 15.8  34,421 16.9 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  4,885 2.5  4,990 2.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   15,231 7.4  15,231 7.7  15,231 7.5 

Ⅱ 資本剰余金   35,547 17.2  35,399 17.9  35,399 17.3 

Ⅲ 利益剰余金   113,243 54.9  118,490 59.9  115,771 56.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   551 0.3  347 0.2  341 0.2 

Ⅴ 自己株式   △   26 △0.0  △ 7,953 △4.0  △ 2,086 △1.0 

資本合計   164,548 79.8  161,516 81.7  164,658 80.7 

負債、少数株主持分
及び資本合計   206,119 100.0  197,688 100.0  204,070 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   117,211 100.0  113,117 100.0  247,737 100.0 

Ⅱ 売上原価   63,686 54.3  62,310 55.1  135,989 54.9 

売上総利益   53,525 45.7  50,807 44.9  111,747 45.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 ※１  46,910 40.1  43,148 38.1  95,043 38.4 

営業利益   6,614 5.6  7,658 6.8  16,704 6.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  132   169   306   

２．受取配当金  23   25   32   

３．不動産賃貸料  150   147   302   

４．その他  397 703 0.6 257 599 0.5 638 1,280 0.5 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  24   16   47   

２．有価証券売却損  16   21   －   

３．固定資産除却損  286   161   471   

４．不動産賃貸原価  140   95   268   

５．その他  85 554 0.4 117 411 0.4 191 979 0.3 

経常利益   6,764 5.8  7,847 6.9  17,005 6.9 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  44   －   38   

２．固定資産売却益 ※２ －   231   －   

３．投資有価証券売却
益  209   －   211   

４．厚生年金基金代行
部分返上益  － 253 0.2 － 231 0.2 4,169 4,419 1.7 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ 330   45   1,472   

２．投資有価証券売却
損  －   31   －   

３．子会社株式売却損  －   －   764   

４．特別退職金  80   －   148   

５．投資有価証券評価
損  4   87   39   

６．ゴルフ会員権等評
価損  29   177   39   

７．大量退職に伴う退
職給付費用  171   －   171   

８．移籍一時金  －   －   4,516   

９．子会社等再編費用  791   96   1,855   

10．商品廃棄損  －   269   －   

11．香料成分問題対策
損失  － 1,407 1.2 113 820 0.7 － 9,006 3.6 

税金等調整前中間
（当期）純利益   5,610 4.8  7,257 6.4  12,418 5.0 

法人税、住民税及
び事業税  1,459   932   2,241   

法人税等調整額  1,004 2,464 2.1 2,251 3,184 2.8 3,089 5,331 2.1 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)   1 0.0  △   79 △0.1  1 0.0 

中間(当期)純利益   3,145 2.7  4,152 3.7  7,086 2.9 
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   29,687  35,399  29,687 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

 １．株式交換に伴う資本準備
金増加高  5,860 5,860 － － 5,860 5,860 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

 １．子会社株式の売却に伴う
資本準備金減少高  － － － － 148 148 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期
末）残高   35,547  35,399  35,399 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   111,586  115,771  111,586 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

 １．中間（当期）純利益  3,145 3,145 4,152 4,152 7,086 7,086 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １．配当金  1,450  1,392  2,859  

 ２．役員賞与  37  41  37  

 ３．子会社株式の売却に伴う
利益準備金減少高  － 1,487 － 1,433 4 2,901 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高   113,243  118,490  115,771 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー     

税金等調整前中間（当
期）純利益  5,610 7,257 12,418 

減価償却費  7,024 7,261 15,395 

連結調整勘定償却額  69 47 138 

役員退職引当金の減少額  △   69 △   82 △   99 

退職給付引当金の増加額
（△減少額）  13 △  307 △ 3,094 

前払年金費用の増加額  － △ 3,631 △ 4,109 

受取利息及び受取配当金  △  156 △  195 △  339 

支払利息  24 16 47 

移籍一時金  － － 4,516 

持分法による投資損益 
（△利益） 

 △   3 31 2 

有価証券・投資有価証券
の売却損益（△利益）  △  196 53 △  162 

子会社株式の売却損益 
（△利益）  － － 764 

有価証券・投資有価証券
の評価損  4 87 39 

固定資産売却損益 
（△利益） 

 322 △  190 1,461 

固定資産除却損  199 129 363 

売上債権の減少額 
（△増加額） 

 △ 1,844 △  699 453 

たな卸資産の減少額 
（△増加額） 

 △ 1,235 284 398 

その他の資産の増加額  △ 2,442 △ 2,075 △  907 

仕入債務の増加額 
（△減少額）  1,669 1,131 △  282 

その他の負債の増加額 
（△減少額）  3,031 3,499 △ 1,211 

役員賞与の支払額  △   37 △   41 △   37 

その他  △  124 154 △  210 

小計  11,859 12,734 25,544 

利息及び配当金の受取額  224 186 404 

利息の支払額  △   35 △   15 △   59 

移籍一時金の支払額  － △ 4,270 － 

法人税等の支払額  △ 3,936 △  939 △ 5,005 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー  8,112 7,694 20,885 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー     

有価証券・投資有価証券
の取得による支出  △   37 △ 3,393 △ 6,246 

有価証券・投資有価証券
の売却による収入  894 2,310 4,477 

固定資産の取得による支
出  △ 14,301 △ 10,025 △ 21,062 

固定資産の売却による収
入  755 2,504 1,618 

子会社株式の取得による
支出  △  158 － △  191 

子会社株式の売却による
収入  － － 4,223 

関係会社に対する貸付け
による支出  △  177 － △  436 

関係会社からの貸付金の
回収による収入  3 － － 

定期預金の払戻による収
入  － 10 15 

その他  － 3 △   12 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー  △ 13,022 △ 8,591 △ 17,615 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー     

短期借入金の純増加額 
（△純減少額） 

 129 △  180 △  481 

長期借入金の返済による
支出  △   31 △  130 △   71 

転換社債の償還による支
出  － △ 2,154 － 

自己株式の取得による支
出  － △ 5,867 △ 2,081 

配当金の支払額  △ 1,450 △ 1,392 △ 2,859 

その他  △   97 △   30 △   73 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー  △ 1,450 △ 9,754 △ 5,566 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少
額  △ 6,361 △ 10,651 △ 2,296 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高  37,702 35,406 37,702 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 ※１ 31,341 24,754 35,406 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  18社 

主要な連結子会社名 

 コカ・コーラウエストジャ

パンプロダクツ株式会社 

 三笠コカ・コーラボトリン

グ株式会社 

 山陽キャンティーン株式会

社 

 北九州キャンティーン株式

会社 

 コカ・コーラウエストジャ

パンベンディング株式会社 

 なお、当社は平成14年２月１

日をもって、当社の100％出資

によりウエストジャパンプロダ

クツ株式会社（現、コカ・コー

ラウエストジャパンプロダクツ

株式会社）を設立いたしまし

た。これにより、同社は当社の

子会社となったため、当中間連

結会計期間から連結の範囲に含

めております。 

 また、当社は平成14年４月１

日をもって、当社の販売子会社

であった山陽コカ・コーラセー

ルス株式会社および北九州コ

カ・コーラセールス株式会社の

両社を吸収合併いたしました。 

 コカ・コーラウエストジャパ

ンベンディング株式会社は、平

成14年４月１日をもって、北九

州コカ・コーラベンディング株

式会社から社名を変更しており

ます。 

(1) 連結子会社の数  11社 

主要な連結子会社名 

 三笠コカ・コーラボトリン

グ株式会社 

 コカ・コーラウエストジャ

パンプロダクツ株式会社 

 西日本ビバレッジ株式会社 

 コカ・コーラウエストジャ

パンベンディング株式会社 

 ロジコムジャパン株式会社 

 西日本カスタマーサービス

株式会社 

(1) 連結子会社の数  11社 

 連結子会社名は、「第１ 企

業の概況 ４．関係会社の状

況」に記載しているため、省略

しております。 

 なお、当社は平成14年２月１

日をもって、当社の100％出資

によりウエストジャパンプロダ

クツ株式会社（現、コカ・コー

ラウエストジャパンプロダクツ

株式会社）を設立いたしまし

た。これにより、同社は当社の

子会社となったため、当連結会

計年度から連結の範囲に含めて

おります。 

 また、当社は平成14年４月１

日をもって、当社の販売子会社

であった山陽コカ・コーラセー

ルス株式会社および北九州コ

カ・コーラセールス株式会社の

両社を吸収合併いたしました。 

 三笠サービス株式会社が平成

14年12月16日をもって、株式会

社山陽工作所の株式を全株売却

したことにより、株式会社山陽

工作所を連結の範囲から除外し

ております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

２社 

主要な会社名 

 大山ビバレッジ株式会社 

 明石商事株式会社 

 なお、大山ビバレッジ株式会

社は、平成14年５月15日をもっ

て、当社他４社の共同出資によ

り設立いたしました。これによ

り、同社は当社の関連会社と

なったため、当中間連結会計期

間から持分法を適用しておりま

す。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

１社 

主要な会社名 

 大山ビバレッジ株式会社 

 なお、平成15年３月25日を

もって、明石商事株式会社の株

式を全株売却したことにより、

同社を持分法適用の関連会社か

ら除外しております。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

２社 

 持分法適用の関連会社名は、

「第１ 企業の概況 ４．関係

会社の状況」に記載しているた

め、省略しております。 

 なお、大山ビバレッジ株式会

社は、平成14年５月15日をもっ

て、当社他４社の共同出資によ

り設立いたしました。これによ

り、同社は当社の関連会社と

なったため、当連結会計年度か

ら持分法を適用しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、鷹正宗株式

会社の中間決算日は３月31日であ

り中間連結決算日と異なっており

ますが、差異が３ヵ月を超えてい

ないため、中間連結財務諸表の作

成にあたっては、中間連結財務諸

表規則第９条に基づき当該中間会

計期間に係る中間財務諸表を基礎

としております。 

 また、鷹正宗株式会社以外の連

結子会社の中間決算日は、すべて

当社と同一であります。 

 同左  連結子会社のうち、鷹正宗株式

会社の決算日は９月30日であり連

結決算日と異なっておりますが、

差異が３ヵ月を超えていないた

め、連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結財務諸表規則第12条に

基づき当該事業年度に係る財務諸

表を基礎としております。 

 また、鷹正宗株式会社以外の連

結子会社の決算日は、すべて当社

と同一であります。 

 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

ａ．有価証券 

(a) 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を

採用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

ａ．有価証券 

(a) 満期保有目的の債券 

 同左 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

ａ．有価証券 

(a) 満期保有目的の債券 

 同左 

 

 (b) その他有価証券 

 時価のあるもの 

当中間連結会計期間末の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

を採用しております。 

(b) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(b) その他有価証券 

 時価のあるもの 

当連結会計年度末の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採

用しております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

 同左 

 ｂ．たな卸資産 

(a) 製品および仕掛品 

 主として総平均法による

原価法を採用しておりま

す。 

ｂ．たな卸資産 

(a) 製品および仕掛品 

 同左 

ｂ．たな卸資産 

(a) 製品および仕掛品 

 同左 

 (b) 商品および原材料 

 主として総平均法による

低価法を採用しておりま

す。 

(b) 商品および原材料 

 同左 

(b) 商品および原材料 

 同左 

 (c) 貯蔵品 

 主として移動平均法によ

る低価法を採用しておりま

す。 

(c) 貯蔵品 

 同左 

(c) 貯蔵品 

 同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

ａ．有形固定資産 

 定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 

３～60年 

機械装置及び運搬具 

３～17年 

販売機器 

５～６年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

ａ．有形固定資産 

 同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

ａ．有形固定資産 

 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

 ｂ．無形固定資産 

 定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっておりま

す。 

ｂ．無形固定資産 

 同左 

ｂ．無形固定資産 

 同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込み

額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

 同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

 同左 

 ｂ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込み額に基づき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

ｂ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込み額に基づき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

ｂ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込み額に基づき、当

連結会計年度末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

  数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

 過去勤務債務（債務の減

額）は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１年）によ

る定額法により按分した額を

発生時から費用の減額処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 過去勤務債務（債務の減

額）は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１年）によ

る定額法により按分した額を

発生時から費用の減額処理し

ております。ただし、退職従

業員に係る過去勤務債務は、

その発生時に一括費用の減額

処理しております。 

 また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

   （追加情報） 

 確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成14年12月

１日付で厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受

けたため、「退職給付会計に

関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会 

平成13年12月10日会計制度委

員会報告第13号）第47－２項

に定める経過措置を適用し、

当該認可の日において代行部

分に係る退職給付債務と返還

相当額の年金資産を消滅した

ものとみなして処理しており

ます。当連結会計年度末にお

ける返還相当額の年金資産は

10,916百万円であります。 

 ｃ．役員退職引当金 

 役員退職慰労金の支払いに

充てるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末の必要見

込み相当額を計上しておりま

す。 

ｃ．役員退職引当金 

 同左 

ｃ．役員退職引当金 

 役員退職慰労金の支払いに

充てるため、内規に基づく当

連結会計年度末の必要見込み

相当額を計上しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 ａ．消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

ａ．消費税等の会計処理 

 同左 

ａ．消費税等の会計処理 

 同左 

 ｂ．法人税、住民税及び事業税

の算出方法 

 当中間連結会計期間に係る

納付税額および法人税等調整

額は、当連結会計年度におい

て予定している利益処分によ

る特別償却準備金および圧縮

記帳積立金の積立ておよび取

崩しを前提として、当中間連

結会計期間に係る金額を計算

しております。 

ｂ．法人税、住民税及び事業税

の算出方法 

 当中間連結会計期間に係る

納付税額および法人税等調整

額は、当連結会計年度におい

て予定している利益処分によ

る特別償却準備金および圧縮

記帳積立金の取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。 

───── 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。 

 同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

（資本の部） 

 当中間連結会計期間から「中間連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則の

一部を改正する内閣府令」（平成14年３月26

日内閣府令第12号）附則第２項ただし書きの

規定に基づき、改正後の同規則を早期適用

し、資本の部の表示方法を変更しておりま

す。 

（中間連結剰余金計算書） 

 当中間連結会計期間から「中間連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則の

一部を改正する内閣府令」（平成14年３月26

日内閣府令第12号）附則第２項ただし書きの

規定に基づき、改正後の同規則を早期適用

し、中間連結剰余金計算書の表示方法を変更

しております。 

（固定資産の譲渡契約） 

 当社は、平成14年５月31日をもって、株式

会社山陽マルナカと現在当社が広島地域の販

売物流拠点として使用している土地等（平成

14年６月30日現在の帳簿価額3,099百万円）

について、譲渡価額2,009百万円で平成15年

３月31日までに引渡すこととした固定資産の

譲渡契約を締結いたしました。なお、本契約

には、株式会社山陽マルナカが大規模小売店

舗立地法に基づく営業許可を取得できないこ

とを解約条件とする特約が付されておりま

す。 

───── （資本の部） 

 当連結会計年度から「連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則の一部を

改正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣

府令第11号）附則第２項ただし書きの規定に

基づき、改正後の同規則を早期適用し、資本

の部の表示方法を変更しております。 

（連結剰余金計算書） 

 当連結会計年度から「連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則の一部を

改正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣

府令第11号）附則第２項ただし書きの規定に

基づき、改正後の同規則を早期適用し、連結

剰余金計算書の表示方法を変更しておりま

す。 



 

－  － 
 

24

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年12月31日） 

※１ 中間期末日満期手形の処理方法 

 中間期末日満期手形は手形交換日を

もって決済処理しております。 

 当中間連結会計期間末日は金融機関の

休日のため、中間期末日満期手形が中間

期末残高に次のとおり含まれておりま

す。 

※１     ───── ※１ 期末日満期手形の処理方法 

 期末日満期手形は手形交換日をもって

決済処理しております。 

 当連結会計年度末日は金融機関の休日

のため、期末日満期手形が期末残高に次

のとおり含まれております。 

受取手形 35百万円 

支払手形 62百万円 

設備支払手形 1,272百万円 
 

  

  

  
 

受取手形 25百万円 

設備支払手形 966百万円 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 118,530百万円 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 125,335百万円 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 122,212百万円 
 

※３ 担保に供している資産ならびに担保付

債務は次のとおりであります。 

※３ 担保に供している資産ならびに担保付

債務は次のとおりであります。 

※３ 担保に供している資産ならびに担保付

債務は次のとおりであります。 

担保資産 

480百万円 
 建物及び構築物 

( 160百万円)

33百万円  機械装置及び運
搬具 ( 33百万円)

1,322百万円 
 土地 

( 400百万円)

1,835百万円 
 計 

( 594百万円)

担保付債務 

230百万円 
 短期借入金 

( －百万円)

241百万円  １年以内に返済
する長期借入金 ( －百万円)

2百万円 
 長期借入金 

( －百万円)

473百万円 
 計 

( －百万円)

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

ならびに当該債務を示しております。 

担保資産 

 建物及び構築物 153百万円 

 土地 183百万円 

 計 336百万円 

 

 

 

 

 

担保付債務 

 １年以内に返済
する長期借入金 203百万円 

 

担保資産 

 建物及び構築物 208百万円 

 土地 455百万円 

 計 664百万円 

 

 

 

 

 

担保付債務 

 短期借入金 10百万円 

 １年以内に返済
する長期借入金 203百万円 

 計 213百万円 
 

 ４ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入149百万円に対し、債務保証を

行っております。 

 ４ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入85百万円に対し、債務保証を行って

おります。 

 ４ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入120百万円に対し、債務保証を行っ

ております。 

 ５ 受取手形割引高 0百万円 

 受取手形裏書譲渡高 23百万円 
 

 ５     ───── 
  
 

 ５     ───── 
 

 ６ 当座貸越契約 

 連結子会社（三笠コカ・コーラボトリ

ング株式会社他５社）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行

10行と当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当中間連結会計期間末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 5,240百万円 

借入実行残高 450百万円 

差引額 4,790百万円 
 

 ６ 当座貸越契約 

 連結子会社（三笠コカ・コーラボトリ

ング株式会社他２社）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行

８行と当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当中間連結会計期間末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 3,990百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 3,990百万円 
 

 ６ 当座貸越契約 

 連結子会社（三笠コカ・コーラボトリ

ング株式会社他６社）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行

10行と当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当連結会計年度末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額 4,870百万円 

借入実行残高 180百万円 

差引額 4,690百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。 

 百万円 

給料賃金 6,244 

販売手数料 8,251 

賞与 2,361 

減価償却費 4,802 

広告宣伝費 3,641 

輸送費 3,519 

販売機器費 2,990 

業務委託費 2,380 

役員退職引当金繰入額 39 
 

 百万円 

給料賃金 7,445 

販売手数料 8,574 

賞与 2,878 

減価償却費 4,821 

広告宣伝費 3,187 

業務委託費 2,405 

役員退職引当金繰入額 34 

貸倒引当金繰入額 10 
 

 百万円 

給料賃金 14,849 

販売手数料 17,207 

賞与 6,749 

減価償却費 10,560 

広告宣伝費 7,297 

業務委託費 4,937 

役員退職引当金繰入額 81 
 

※２     ───── 
 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２     ───── 
 

  

  

  

  
 

 百万円 

建物及び構築物 133 

土地 96 

その他 1 

   計 231 
 

  

  

  

  
 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 百万円 

建物及び構築物 83 

土地 247 

   計 330 
 

 百万円 

建物及び構築物 4 

土地 40 

その他 0 

   計 45 
 

 百万円 

建物及び構築物 242 

土地 1,215 

その他 14 

   計 1,472 
 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成14年６月30日現在） （平成15年６月30日現在） （平成14年12月31日現在） 

 百万円 

現金及び預金勘定 16,193 

有価証券勘定 15,770 
預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 △  98 

償還期間が３ヵ月を
超える債券等 △  524 

現金及び現金同等物 31,341 
 

 百万円 

現金及び預金勘定 14,851 

有価証券勘定 10,215 
預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 △  73 

償還期間が３ヵ月を
超える債券等 △  239 

現金及び現金同等物 24,754 
 

 百万円 

現金及び預金勘定 19,182 

有価証券勘定 16,484 
預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 △  83 

償還期間が３ヵ月を
超える債券等 △  177 

現金及び現金同等物 35,406 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) 借手側 (1) 借手側 (1) 借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 1,140 561 579 

販売機器 10,627 6,912 3,715 

その他 3,358 2,111 1,246 

合計 15,125 9,584 5,541 
  

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 1,056 628 428 

販売機器 9,834 7,788 2,046 

その他 3,540 2,417 1,122 

合計 14,431 10,834 3,597 
  

 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 1,142 628 514 

販売機器 10,657 7,828 2,829 

その他 3,775 2,397 1,378 

合計 15,576 10,853 4,722 
  

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 2,383百万円

１年超 3,349百万円

計 5,733百万円
  

 
１年内 1,669百万円

１年超 2,068百万円

計 3,738百万円
  

 
１年内 2,077百万円

１年超 2,807百万円

計 4,885百万円
  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
 

支払リース料 1,471百万円

減価償却費相当額 1,340百万円

支払利息相当額 110百万円
  

 
支払リース料 1,261百万円

減価償却費相当額 1,151百万円

支払利息相当額 72百万円
  

 
支払リース料 2,862百万円

減価償却費相当額 2,609百万円

支払利息相当額 200百万円
  

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 同左  同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 同左  同左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

(2) 貸手側 (2) 貸手側 (2) 貸手側 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高 
 

 
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円) 

その他 35 32 3 

合計 35 32 3 
  

 

 
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円) 

その他 13 12 0 

合計 13 12 0 
  

 

 
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

期末残
高 
(百万円) 

その他 35 34 1 

合計 35 34 1 
  

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 3百万円

１年超 0百万円

計 4百万円
  

 
１年内 0百万円

１年超 0百万円

計 0百万円
  

 
１年内 1百万円

１年超 0百万円

計 2百万円
  

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 
 

受取リース料 3百万円

減価償却費 2百万円

受取利息相当額 0百万円
  

 
受取リース料 1百万円

減価償却費 0百万円

受取利息相当額 0百万円
  

 
受取リース料 6百万円

減価償却費 4百万円

受取利息相当額 0百万円
  

④ 利息相当額の算定方法 ④ 利息相当額の算定方法 ④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額の合計

額からリース物件の購入価額を控除し

た額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっており

ます。 

 同左  同左 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成14年６月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 559 610 51 

(2）社債 199 202 2 

(3）その他 60 60 0 

合計 819 873 54 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 2,162 2,952 789 

(2）債券 38 40 1 

(3）その他 26,599 26,781 181 

合計 28,801 29,774 972 

 （注）取得原価は減損処理後の金額で記載しております。当中間連結会計期間におけるその他有価証券で時価のあ

るものについての減損処理額は２百万円であります。なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がないものとして一律に減損処理を行い、下落率が30％以上

50％未満の場合には、時価の回復可能性を判断し減損処理の要否を決定しております。 

 

３．時価のない主な有価証券の内容 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

割引金融債 199 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 574 

追加型公社債投資信託受益証券 13,706 

貸付信託受益証券 90 
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当中間連結会計期間末（平成15年６月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 1,813 1,851 38 

(2）社債 4,016 4,015 △  1 

(3）その他 1,567 1,562 △  5 

合計 7,398 7,429 31 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（百万円） 中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 2,132 2,703 570 

(2）債券 2,037 2,078 40 

(3）その他 21,819 21,814 △  4 

合計 25,990 26,596 606 

 （注）取得原価は減損処理後の金額で記載しております。当中間連結会計期間におけるその他有価証券で時価のあ

るものについての減損処理額は72百万円であります。なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がないものとして一律に減損処理を行い、下落率が30％以上

50％未満の場合には、時価の回復可能性を判断し減損処理の要否を決定しております。 

 

３．時価のない主な有価証券の内容 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場社債 20 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 472 

追加型公社債投資信託受益証券 8,467 

貸付信託受益証券 70 
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前連結会計年度末（平成14年12月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 1,513 1,557 43 

(2）社債 2,412 2,413 0 

(3）その他 1,523 1,521 △  2 

合計 5,450 5,492 41 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 取得原価（百万円） 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 2,204 2,677 472 

(2）債券 1,337 1,373 36 

(3）その他 23,399 23,486 86 

合計 26,941 27,537 595 

 （注）取得原価は減損処理後の金額で記載しております。当連結会計年度におけるその他有価証券で時価のあるも

のについての減損処理額は38百万円であります。なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％

以上下落した場合は、時価の回復可能性がないものとして一律に減損処理を行い、下落率が30％以上50％未

満の場合には、時価の回復可能性を判断し減損処理の要否を決定しております。 

 

３．時価のない主な有価証券の内容 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場社債 20 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 410 

追加型公社債投資信託受益証券 14,767 

貸付信託受益証券 70 

 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成15

年１月１日 至 平成15年６月30日）および前連結会計年度（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31

日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日） 

 
飲料・食品の
製造・販売事
業（百万円） 

その他の事業
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 114,838 2,372 117,211 － 117,211 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 4 7,839 7,843 ( 7,843) － 

計 114,842 10,212 125,054 ( 7,843) 117,211 

営業費用 105,991 9,464 115,456 ( 4,859) 110,596 

営業利益 8,850 747 9,597 ( 2,983) 6,614 

 （注）１．事業区分は、当社で採用している売上集計区分によっております。 

２．事業区分 

 (1) 飲料・食品の製造・販売事業 … 飲料・食品・酒類の製造・販売、食品の加工、給食事業 

 (2) その他の事業        … 貨物自動車運送業、自動販売機関連事業、保険代理業、リース業、

不動産関連事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,963百万円であり、親会社

の総務部等管理部門に係る費用であります。 

 

当中間連結会計期間（自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日） 

 
飲料・食品の
製造・販売事
業（百万円） 

その他の事業
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 111,232 1,885 113,117 － 113,117 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 1 6,917 6,918 ( 6,918) － 

計 111,234 8,802 120,036 ( 6,918) 113,117 

営業費用 101,851 8,632 110,483 ( 5,024) 105,458 

営業利益 9,382 170 9,553 ( 1,894) 7,658 

 （注）１．事業区分は、当社で採用している売上集計区分によっております。 

２．事業区分 

 (1) 飲料・食品の製造・販売事業 … 飲料・食品・酒類の製造・販売、食品の加工、給食事業 

 (2) その他の事業        … 貨物自動車運送業、自動販売機関連事業、保険代理業、リース業、

不動産関連事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,920百万円であり、親会社

の総務部等管理部門に係る費用であります。 



 

－  － 
 

 

32

前連結会計年度（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日） 

 
飲料・食品の
製造・販売事
業（百万円） 

その他の事業
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 243,128 4,609 247,737 － 247,737 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 7 15,027 15,034 ( 15,034) － 

計 243,136 19,636 262,772 ( 15,034) 247,737 

営業費用 222,381 18,621 241,003 ( 9,969) 231,033 

営業利益 20,754 1,014 21,769 ( 5,065) 16,704 

 （注）１．事業区分は、当社で採用している売上集計区分によっております。 

２．事業区分 

 (1) 飲料・食品の製造・販売事業 … 飲料・食品・酒類の製造・販売、食品の加工、給食事業 

 (2) その他の事業        … 貨物自動車運送業、自動販売機関連事業、保険代理業、リース業、

不動産関連事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,125百万円であり、親会社

の総務部等管理部門に係る費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成

15年１月１日 至 平成15年６月30日）および前連結会計年度（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月

31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成

15年１月１日 至 平成15年６月30日）および前連結会計年度（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月

31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 1,985.21 2,040.47 2,009.39 

１株当たり中間（当期）純
利益（円） 38.09 50.93 85.48 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益（円） 37.74 50.77 84.69 

  （追加情報） 
 当連結会計年度から「１
株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基
準委員会 平成14年９月25
日企業会計基準第２号）お
よび「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員
会 平成14年９月25日企業
会計基準適用指針第４号）
を早期適用しております。 
 なお、同会計基準および
適用指針を前連結会計年度
に適用した場合の１株当た
り情報については、次のと
おりであります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（追加情報） 
 前連結会計年度から「１
株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基
準委員会 平成14年９月25
日企業会計基準第２号）お
よび「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員
会 平成14年９月25日企業
会計基準適用指針第４号）
を早期適用しております。 
 なお、同会計基準および
適用指針を前中間連結会計
期間に適用した場合の１株
当たり情報については、影
響がないため、記載してお 
りません。 前連結会計年度 

１株当たり純資産額
（円） 

1,949.61 
１株当たり当期純利益
（円） 

17.16 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益（円） 

17.11 
  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次

のとおりであります。 



 

－  － 
 

34

 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

（１株当たり中間（当期）
純利益）    

連結損益計算書上の中間
（当期）純利益（百万円） － 4,152 7,086 

普通株主に帰属しない金額 
 役員賞与（百万円） 

 
－ 

 
－ 

 
41 

普通株式に係る中間（当
期）純利益（百万円） － 4,152 7,045 

普通株式の期中平均株式数
（千株） － 81,527 82,416 

（潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益）    

中間（当期）純利益調整額 
（百万円） － － 11 

普通株式増加数 
 転換社債（千株） 
 新株予約権（千株） 

 
－ 
－ 

 
－ 
248 

 
916 
－ 

 

（重要な後発事象） 

 前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成15

年１月１日 至 平成15年６月30日）および前連結会計年度（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31

日） 

 該当事項はありません。 

 

(2)【その他】 

該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 
(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  前中間会計期間末 
（平成14年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年12月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  11,726   10,708   15,642   

２．受取手形 ※１ 56   27   41   

３．売掛金  10,170   8,962   8,716   

４．有価証券  14,830   9,106   15,275   

５．たな卸資産  10,368   8,803   9,378   

６．短期貸付金  326   1,499   1,229   

７．未収入金  6,193   6,582   6,363   

８．その他  2,346   2,300   2,429   

貸倒引当金  △   73   △   63   △   68   

流動資産合計   55,944 29.8  47,927 27.1  59,007 32.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1) 建物  15,198   14,613   15,284   

(2) 機械及び装置 ※３ 12,057   12,827   13,158   

(3) 販売機器  16,474   16,030   13,859   

(4) 土地  26,009   23,390   23,368   

(5) その他  4,969   3,413   3,583   

有形固定資産合計  74,709   70,275   69,254   

２．無形固定資産  2,574   2,281   2,406   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  46,692   44,768   43,767   

(2) その他  8,115   11,668   9,600   

貸倒引当金  △   84   △   223   △   82   

投資その他の資産
合計  54,723   56,213   53,285   

固定資産合計   132,007 70.2  128,770 72.9  124,946 67.9 

資産合計   187,952 100.0  176,698 100.0  183,954 100.0 
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  前中間会計期間末 
（平成14年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年12月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  5,769   5,221   4,745   

２．１年以内に償還期
限の到来する転換
社債 

 2,154   －   2,154   

３．未払費用  2,569   2,695   4,938   

４．未払法人税等  798   707   631   

５．設備支払手形 ※１ 2,576   242   1,481   

６．その他  8,274   8,014   7,594   

流動負債合計   22,142 11.8  16,881 9.6  21,545 11.7 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  3,628   451   758   

２．役員退職引当金  289   243   315   

３．長期預り金  854   －   836   

４．その他  －   1,463   －   

固定負債合計   4,772 2.5  2,158 1.2  1,910 1.1 

負債合計   26,915 14.3  19,039 10.8  23,456 12.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   15,231 8.1  15,231 8.6  15,231 8.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  35,111   35,111   35,111   

資本剰余金合計   35,111 18.7  35,111 19.9  35,111 19.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  3,316   3,316   3,316   

２．任意積立金  101,387   104,058   101,287   

３．中間（当期）未処
分利益  5,459   7,532   7,277   

利益剰余金合計   110,164 58.6  114,907 65.0  111,882 60.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   554 0.3  360 0.2  358 0.2 

Ⅴ 自己株式   △   26 △0.0  △ 7,953 △4.5  △ 2,085 △1.1 

資本合計   161,037 85.7  157,658 89.2  160,498 87.2 

負債資本合計   187,952 100.0  176,698 100.0  183,954 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   74,327 100.0  86,768 100.0  174,594 100.0 

Ⅱ 売上原価   43,777 58.9  47,626 54.9  98,673 56.5 

売上総利益   30,550 41.1  39,142 45.1  75,920 43.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   26,887 36.2  31,475 36.3  63,086 36.1 

営業利益   3,662 4.9  7,666 8.8  12,834 7.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,054 1.4  738 0.9  1,807 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  482 0.6  349 0.4  866 0.5 

経常利益   4,234 5.7  8,056 9.3  13,774 7.9 

Ⅵ 特別利益 ※３  211 0.3  259 0.3  4,233 2.4 

Ⅶ 特別損失 ※４  750 1.0  673 0.8  8,819 5.0 

税引前中間（当
期）純利益   3,695 5.0  7,641 8.8  9,189 5.3 

法人税、住民税及
び事業税  875   764   1,520   

法人税等調整額  568 1,443 2.0 2,417 3,182 3.7 2,290 3,811 2.2 

中間（当期）純利
益   2,251 3.0  4,459 5.1  5,378 3.1 

前期繰越利益   2,997   2,972   2,997  

地域社会貢献積立
金取崩額   55   95   122  

地域環境対策積立
金取崩額   3   5   36  

合併引継未処分利
益   151   －   151  

中間配当額   －   －   1,409  

中間（当期）未処
分利益   5,459   7,532   7,277  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しております。 

ｂ．子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

ｃ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 当中間会計期間末の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しており

ます。 

(1）有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

 同左 

 

ｂ．子会社株式及び関連会社株

式 

 同左 

 

ｃ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

(1）有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

 同左 

 

ｂ．子会社株式及び関連会社株

式 

 同左 

 

ｃ．その他有価証券 

時価のあるもの 

 当期末の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

 (2）たな卸資産 

ａ．製品および仕掛品 

 総平均法による原価法を採

用しております。 

ｂ．商品および原材料 

 総平均法による低価法を採

用しております。 

ｃ．貯蔵品 

 移動平均法による低価法を

採用しております。 

(2）たな卸資産 

ａ．製品および仕掛品 

 同左 

 

ｂ．商品および原材料 

 同左 

 

ｃ．貯蔵品 

 同左 

(2）たな卸資産 

ａ．製品および仕掛品 

 同左 

 

ｂ．商品および原材料 

 同左 

 

ｃ．貯蔵品 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。な

お、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物 

３～50年 

機械及び装置 

３～17年 

販売機器 

５～６年 

(1) 有形固定資産 

 同左 

(1) 有形固定資産 

 同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。な

お、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

 同左 

(2）無形固定資産 

 同左 



 

－  － 
 

 

39

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込み額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込み額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込み額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 過去勤務債務（債務の減額）

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１年）による定額法に

より按分した額を発生時から費

用の減額処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとし

ております。 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込み額に

基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務（債務の減額）

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１年）による定額法に

より按分した額を発生時から費

用の減額処理しております。た

だし、退職従業員に係る過去勤

務債務は、その発生時に一括費

用の減額処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとし

ております。 

   （追加情報） 

 確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成14年12月１日付

で厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けたため、

当社は、「退職給付会計に関す

る実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会 平成13年12

月10日会計制度委員会報告第13

号）第47－２項に定める経過措

置を適用し、当該認可の日にお

いて代行部分に係る退職給付債

務と返還相当額の年金資産を消

滅したものとみなして処理して

おります。当期末における返還

相当額の年金資産は10,543百万

円であります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

 (3) 役員退職引当金 

 役員退職慰労金の支払いに充

てるため、内規に基づく当中間

会計期間末の必要見込み相当額

を計上しております。当該引当

金は商法第287条ノ2に規定する

引当金であります。 

(3) 役員退職引当金 

 役員退職慰労金の支払いに充

てるため、内規に基づく当中間

会計期間末の必要見込み相当額

を計上しております。 

(3) 役員退職引当金 

 役員退職慰労金の支払いに充

てるため、内規に基づく当期末

の必要見込み相当額を計上して

おります。当該引当金は商法第

287条ノ2に規定する引当金であ

ります。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

 同左  同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

(1) 消費税等の会計処理 

 同左 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 (2) 法人税、住民税及び事業税の

算出方法 

 当中間会計期間に係る納付税

額および法人税等調整額は、当

期において予定している利益処

分による特別償却準備金および

圧縮記帳積立金の積立ておよび

取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算してお

ります。 

(2) 法人税、住民税及び事業税の

算出方法 

 当中間会計期間に係る納付税

額および法人税等調整額は、当

期において予定している利益処

分による特別償却準備金および

圧縮記帳積立金の取崩しを前提

として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

────── 

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

────── （中間貸借対照表関係） 

 固定負債の「長期預り金」は、負債および資本の合計額の100分

の５以下であるため、当中間会計期間から固定負債の「その他」に

含めて表示することに変更いたしました。なお、当中間会計期間末

の固定負債の「その他」に含まれている「長期預り金」は824百万

円であります。 



 

－  － 
 

 

41

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

（自己株式） 

 前中間会計期間において流動資産の「その

他」に含めて計上していた自己株式（１百万

円）は、中間財務諸表等規則の改正により当

中間会計期間末においては資本の部の末尾に

表示しております。 

（資本の部） 

 当中間会計期間から「中間財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則の一部を

改正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣

府令第10号）附則第２項ただし書きの規定に

基づき、改正後の同規則を早期適用し、資本

の部の表示方法を変更しております。 

（固定資産の譲渡契約） 

 当社は、平成14年５月31日をもって、株式

会社山陽マルナカと現在当社が広島地域の販

売物流拠点として使用している土地等（平成

14年６月30日現在の帳簿価額3,099百万円）

について、譲渡価額2,009百万円で平成15年

３月31日までに引渡すこととした固定資産の

譲渡契約を締結いたしました。なお、本契約

には、株式会社山陽マルナカが大規模小売店

舗立地法に基づく営業許可を取得できないこ

とを解約条件とする特約が付されておりま

す。 

────── （資本の部） 

 当期から「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則の一部を改正する内閣府

令」（平成14年３月26日内閣府令第９号）附

則第２項ただし書きの規定に基づき、改正後

の同規則を早期適用し、資本の部の表示方法

を変更しております。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

前事業年度末 
（平成14年12月31日） 

※１ 中間期末日満期手形の処理方法 

 中間期末日満期手形は手形交換日を

もって決済処理しております。 

 当中間期末日は金融機関の休日のた

め、中間期末日満期手形が中間期末残高

に次のとおり含まれております。 

※１     ────── ※１ 期末日満期手形の処理方法 

 期末日満期手形は手形交換日をもって

決済処理しております。 

 当期末日は金融機関の休日のため、期

末日満期手形が期末残高に次のとおり含

まれております。 

受取手形 20百万円

設備支払手形 1,272百万円
 

 

 
 

受取手形 17百万円

設備支払手形 966百万円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 95,911百万円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 101,886百万円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 99,453百万円
 

※３ 過年度において、国庫補助金の受入れ

により固定資産の取得価額から控除した

圧縮記帳額は次のとおりであります。 

機械及び装置 13百万円
 

※３ 過年度において、国庫補助金の受入れ

により固定資産の取得価額から控除した

圧縮記帳額は次のとおりであります。 

機械及び装置 13百万円
 

※３ 過年度において、国庫補助金の受入れ

により固定資産の取得価額から控除した

圧縮記帳額は次のとおりであります。 

機械及び装置 13百万円
 

 ４     ──────  ４ 保証債務 

 得意先の金融機関からの借入85百万円

に対し、債務保証を行っております。 

 ４ 保証債務 

 得意先の金融機関からの借入120百万

円に対し、債務保証を行っております。 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なものは次のと

おりであります。 

※１ 営業外収益のうち重要なものは次のと

おりであります。 

※１ 営業外収益のうち重要なものは次のと

おりであります。 

受取利息 5百万円

有価証券利息 127百万円

受取配当金 385百万円

不動産賃貸料 197百万円
 

受取利息 15百万円

有価証券利息 162百万円

受取配当金 165百万円

不動産賃貸料 153百万円
 

受取利息 16百万円

有価証券利息 293百万円

受取配当金 491百万円

不動産賃貸料 396百万円
 

※２ 営業外費用のうち重要なものは次のと

おりであります。 

※２ 営業外費用のうち重要なものは次のと

おりであります。 

※２ 営業外費用のうち重要なものは次のと

おりであります。 

固定資産除却損 228百万円

不動産賃貸原価 154百万円
 

固定資産除却損 144百万円

不動産賃貸原価 99百万円
 

固定資産除却損 339百万円

不動産賃貸原価 315百万円
 

※３ 特別利益の内訳は次のとおりでありま

す。 

※３ 特別利益の内訳は次のとおりでありま

す。 

※３ 特別利益の内訳は次のとおりでありま

す。 
投資有価証券売却
益 204百万円

貸倒引当金戻入益 7百万円
 

固定資産売却益 202百万円
関係会社株式売却
益 56百万円

 

投資有価証券売却
益 204百万円

貸倒引当金戻入益 8百万円
厚生年金基金代行
部分返上益 4,021百万円

 
※４ 特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

※４ 特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

※４ 特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 
投資有価証券評価
損 4百万円

ゴルフ会員権等評
価損 29百万円

子会社等再編費用 716百万円
 

投資有価証券評価
損 87百万円

ゴルフ会員権等評
価損 171百万円

子会社等再編費用 49百万円

商品廃棄損 269百万円
香料成分問題対策
損失 94百万円

 

固定資産売却損 1,135百万円

子会社株式売却損 1,332百万円
投資有価証券評価
損 38百万円

ゴルフ会員権等評
価損 35百万円

移籍一時金 4,516百万円

子会社等再編費用 1,760百万円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,212百万円

無形固定資産 326百万円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,384百万円

無形固定資産 386百万円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,534百万円

無形固定資産 701百万円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 7 7 － 

販売機器 4,407 3,748 659 

その他 2,856 1,836 1,019 

合計 7,270 5,591 1,678 
  

  

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

販売機器 4,407 4,184 222 

その他 3,269 2,271 998 

合計 7,676 6,456 1,220 
  

  

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円) 

機械及び装置 7 7 － 

販売機器 4,407 3,991 416 

その他 3,261 2,050 1,210 

合計 7,675 6,049 1,626 
  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 847百万円

１年超 907百万円

計 1,755百万円
  

 
１年内 576百万円

１年超 674百万円

計 1,250百万円
  

 
１年内 750百万円

１年超 929百万円

計 1,680百万円
  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
 

支払リース料 553百万円

減価償却費相当額 494百万円

支払利息相当額 36百万円
  

 
支払リース料 461百万円

減価償却費相当額 414百万円

支払利息相当額 20百万円
  

 
支払リース料 1,063百万円 

減価償却費相当額 952百万円 

支払利息相当額 65百万円 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成14年６月30日）、当中間会計期間末（平成15年６月30日）および前事業年度末（平

成14年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 1,942.84 1,991.73 1,958.60 

１株当たり中間（当期）純
利益（円） 27.27 54.70 64.75 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益（円） 27.04 54.53 64.18 

  

（追加情報） 
 当期から「１株当たり当
期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 
平成14年９月25日企業会計
基準第２号）および「１株
当たり当期純利益に関する
会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成14
年９月25日企業会計基準適
用指針第４号）を早期適用
しております。 
 なお、同会計基準および
適用指針を前期に適用した
場合の１株当たり情報につ
いては、次のとおりであり
ます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（追加情報） 
 前事業年度から「１株当
たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準委
員会 平成14年９月25日企
業会計基準第２号）および
「１株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 
平成14年９月25日企業会計
基準適用指針第４号）を早
期適用しております。 
 なお、同会計基準および
適用指針を前中間会計期間
に適用した場合の１株当た
り情報については、影響が
ないため、記載しておりま
せん。 第44期 

１株当たり純資産額
（円） 

1,920.56 
１株当たり当期純利益
（円） 

30.76 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益（円） 

30.56 
  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次

のとおりであります。 
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前中間会計期間 

（自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日） 

（１株当たり中間（当期）
純利益）    

損益計算書上の中間 
（当期）純利益（百万円） － 4,459 5,378 

普通株主に帰属しない金額 
 取締役賞与金（百万円） 

 
－ 

 
－ 
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普通株式に係る中間（当
期）純利益（百万円） － 4,459 5,337 

普通株式の期中平均株式数
（千株） － 81,527 82,416 

（潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益）    

中間（当期）純利益調整額 
（百万円） － － 11 

普通株式増加数 
 転換社債（千株） 
 新株予約権（千株） 

 
－ 
－ 

 
－ 
248 

 
916 
－ 

 

（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日）、当中間会計期間（自 平成15年１月１

日 至 平成15年６月30日）および前事業年度（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 
(2)【その他】 

 平成15年８月６日開催の取締役会において、平成15年６月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主または登録質権者に対し、次のとおり当期中間配当を行うことを決議いたしました。 
 ａ．中間配当による配当金の総額 1,345百万円  

 ｂ．１株当たりの金額 17円  

 ｃ．支払請求の効力発生日および支払開始日 平成15年９月10日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第45期）（自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日）平成15年３月27日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券届出書（新株予約権の発行）及びその添付書類 

平成15年５月６日関東財務局長に提出。 

(3) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成15年５月14日関東財務局長に提出。 

平成15年５月６日に提出した有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(4) 臨時報告書 

平成15年６月17日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態および経営成績に著しい影響を

与える事象）および第19号（連結会社の財政状態および経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告

書であります。 

(5) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成14年12月１日 至 平成14年12月31日）平成15年１月８日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年１月１日 至 平成15年１月31日）平成15年２月６日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年２月１日 至 平成15年２月28日）平成15年３月６日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年３月１日 至 平成15年３月31日）平成15年４月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年４月30日）平成15年５月９日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年５月１日 至 平成15年５月31日）平成15年６月４日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年６月１日 至 平成15年６月30日）平成15年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年７月１日 至 平成15年７月31日）平成15年８月６日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成15年８月１日 至 平成15年８月31日）平成15年９月２日関東財務局長に提出。 



 

－  － 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

  平成14年９月９日 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社   

 

 代表取締役 
社長兼ＣＥＯ 末吉 紀雄 殿  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 小宮山 賢  印 

 

 関与社員  公認会計士 姫野 幹弘  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社の平成14年１月１日から平成14年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成14年１月１日から平成14年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基

準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大

蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表がコカ・コーラウエストジャパン株式会社及び連結子会社の平成

14年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成14年１月１日から平成14年６月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
 

 

49

中 間 監 査 報 告 書 
 

  平成15年９月10日 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社   

 

 代表取締役 
社長兼ＣＥＯ 末吉 紀雄 殿  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 小宮山 賢  印 

 

 関与社員  公認会計士 姫野 幹弘  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社の平成15年１月１日から平成15年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基

準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大

蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表がコカ・コーラウエストジャパン株式会社及び連結子会社の平成

15年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

  平成14年９月９日 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社   

 

 代表取締役 
社長兼ＣＥＯ 末吉 紀雄 殿  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 小宮山 賢  印 

 

 関与社員  公認会計士 姫野 幹弘  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社の平成14年１月１日から平成14年12月31日までの第45期事業年度の中間会計

期間（平成14年１月１日から平成14年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定

めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表がコカ・コーラウエストジャパン株式会社の平成14年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成14年１月１日から平成14年６月30日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
 

 

51

中 間 監 査 報 告 書 
 

  平成15年９月10日 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社   

 

 代表取締役 
社長兼ＣＥＯ 末吉 紀雄 殿  

 

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 小宮山 賢  印 

 

 関与社員  公認会計士 姫野 幹弘  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

コカ・コーラウエストジャパン株式会社の平成15年１月１日から平成15年12月31日までの第46期事業年度の中間会計

期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定

めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表がコカ・コーラウエストジャパン株式会社の平成15年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管している。 
 
 


